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環境経営の基盤

「エコバランス」「統合環境影響」「環境会計」をツールとして、
 行動計画策定や環境経営評価を行っています。

リコーグループは、2050年までに

先進国は環境負荷を１/8に削減しな

ければならないという超長期環境ビ

ジョンを描き、これを環境経営のレ

ベル向上によって達成しようとして

います。環境経営のレベル向上とは、

環境保全活動を推進することによっ

て、環境負荷が下がり、経済効果が上

がっていく状態を意味します。これを

実現するためには、事業全体の環境

負荷を低減するための適切な行動計

画を設定し、効果的な施策を検討・

実行するとともに、その結果を評価

し、情報開示する仕組みが必要です。

リコーグループは、「エコバランス＊1」

「統合環境影響＊2」「環境会計」をツー

ルに、行動計画・施策・活動結果を評

価し、環境経営のレベル向上のための

PDCAを回しています。

エコバランスと統合環境影響評価に

よる事業全体の環境影響把握 
リコーグループは、環境影響の大きい

工程から効果的に環境負荷を削減する

ために、「エコバランス」と「統合環境影

響」をツールとして、事業活動全体およ

び工程別の環境負荷を把握しています。

まず、「環境経営情報システム＊1」で収集

した各工程別・環境影響物質別のイン

プット/ アウトプットデータをもとに、

エコバランスを作成。しかし、この段階

では、異なる環境影響物質を使用する

工程の環境影響の大きさを比較するこ

とはできません。そこで、人間の健康へ

の影響、資源の枯渇、生態系・生物多様

性への影響など、事業活動から発生す

るすべての環境影響を指標化する統合

化分析手法によって「統合環境影響評

価」を行い、環境負荷の大きい工程を特

定します。リコーグループは、「エコバラ

ンス」により把握された「統合環境影

響」の評価をもとに、「2013年長期環境

目標＊2」や「環境行動計画＊3」の設定を

行っています。

環境会計による施策選定と

活動結果評価
環境経営を推進するためには、環境負荷

削減を、利益創出に結びつく施策により

行うことが重要です。リコーグループは、

どの事業の、どの工程で、どのような施策

を実施すれば有効かを判断するために、

環境会計を活用しています。「エコバラン

ス」と「統合環境影響」の評価によって

特定した環境影響の大きい工程を改善

するために、社会や法規制の動向、競合

などを考慮してさまざまな改善施策を検

討します。そして「セグメント環境会計」

によって、それぞれの施策のコストに対

する環境負荷削減と利益創出効果のシ

ミュレーションを行うとともに、各施策

の実績把握を行っています。

環境経営のPDCAとツールの役割

環境行動計画の
策定

施策案検討 ④環境影響低減のための施策を抽出する。

施策選定

施策実施 ⑥各部門で施策を実施する。

結果評価

情報開示

セグメント環境会計

セグメント環境会計

コーポレート環境会計

環境会計指標

⑤各施策の環境会計と環境影響評価を
シミュレーションし、施策を決定する。 

⑦施策を実施した結果について環境会計
と環境影響評価を行い、行動計画の達
成状況を把握する。

⑧全社の環境経営の状況を評価し、情報
開示を行う。

②各工程の環境負荷を指数化し、負荷の
大きい工程を特定する。

①事業全体・工程別の環境負荷を把握する。

③環境影響の大きな要因を特定し、環境
影響低減の目標を設定する。

統合環境影響評価

エコバランス

＊1： 53ページ

＊1、＊2： 56ページ

環境経営評価手法

＊2： 19、20ページ ＊3： 21、23ページ
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事業活動全体の環境影響を把握し、効

果的に低減するために、リコーグループ

は、1998年度にエコバランスの考え方

を導入しました。環境影響の統合化手

法として、スウェーデン環境研究所が開

発したEPSという手法を採用し、統合

環境影響を把握しています。これは、国

内外のさまざまな手法を評価した結果、

資源採取による環境影響に対する考え

方や、リコーグループ独自の持続可能な

社会構築のためのコンセプト「コメット

サークル＊」と、EPS の特性が合致した

ためです。2002年度以来、エコバラン

スの考え方に基づいた環境行動計画の

策定を行っており、2005年度からは長

期環境目標の策定にも利用しています。

リコーグループでは、1999年にはじめ

ての環境会計を公表しました。以来、環

境経営の状況を把握・情報開示するた

めの「コーポレート環境会計」をはじ

め、環境行動計画の策定や、施策の選

定、達成状況の確認に活用するための

「セグメント環境会計」など、環境経営の

ツールとなる環境会計の確立に向けて

取り組んでいます。

●コーポレート環境会計

リコーグループ全体の事業活動におい

て、環境保全のために投じたコストとそ

の保全効果、および経済効果を可能な

限り定量的に把握し外部に公表してい

ます。日本の環境省「環境会計ガイドラ

イン」に沿って作成しているもので、エコ

バランスのデータから必要な部分を取

り出し、自社開発による計算式・指標を

もとに環境保全コストと効果（物量・金

額）を算出し、第三者検証を受けていま

す。2007年度からは、直接的な環境負

荷（事業所での環境負荷）だけでなく、

エコバランスの視点でとらえた環境負

荷も、あわせて開示しています。

リコーグループの環境会計

エコバランス
企業が発生させる環境負荷を定量的に測定・把
握・報告する手段として、環境負荷のインプット
/アウトプットデータの一覧表を作成すること、ま
たは一覧表そのもの。LCA＊の考え方と同様に、
直接的な環境負荷のみならず、間接的な環境負荷
も算出しています。

統合環境影響
環境負荷が及ぼす多種多様な環境影響を統合的
に把握して、ひとつの指標ELU(Environmental 
Load Unit)で表したもの。環境に負荷を与える
物質は、地球温暖化、大気汚染などのさまざまな
現象を引き起こし、生態系や人間の健康に悪影響
を与える。これに資源枯渇なども考慮してひとつ
の指標に統合し､全体としての環境影響の大きさ

を測定する｡事業全体の環境負荷を把握し、統
合環境影響を算出することで、その具体的な削
減計画を設定することができる｡ 算出には、ス
ウェーデン環境研究所が開発したEPSという手
法を応用している。
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リコーグループのエコバランス

● セグメント環境会計

事業活動の全工程から、環境保全に関

わる個別の投資やプロジェクトのコス

トとその環境保全効果、および経済効

果の予測・結果把握を行い、施策の有

効性を判断するための環境会計ツール

です。

● マテリアルフローコスト会計

製品のマテリアルフローにおいて工程

ごとのロス分析を行い、コスト効果の高

い改善ポイントを抽出する手法です。リ

コーグループでは一部事業で試行し、マ

テリアルロスが大きい事業で有効であ

ることを確認しています。

＊： 18 ページ

エコバランス・統合環境影響評価のフロー

■事業所系データ
　・エネルギー使用量データ、CO2、NOx、SOxなど
　  の排出物データなど。

■製品系データ
　・部品や素材・原材料の種類や量、お客様先
　  での使用電力量など。

●で収集したデータをもとに、リコーグループの事業に関連して地球環境から採取される物質
　量や地球環境に排出される物質量を事業の工程ごとに把握する。

●で把握した物質量をもとに、温暖化ガスや化学物質などによる複数の環境影響を1つの指標 
　に換算し、事業全体・工程別に環境影響の発生状況を把握する。

❶環境負荷情報システムによるデータ収集

❷エコバランスの把握

❸統合環境影響評価

●

●

●で把握した環境影響の発生状況を分析し、事業活動との関連を明らかにする。

❹評価結果の分析

●

環境行動計画の策定

重点領域・施策の選定

＊： 25ページ


